




















































キーワード： 退職給付会計制度（system of retirement benefit accounting），退職給付債務（pro-
jected benefit obligation），割引率（discount rate），期待運用収益率（expected rate 
of return on assets）
























































































去 5 年の国債利回りと 5 年平均の推移（図 1）










社債について補足すると，2011 年 2 月末の
10 年物の社債利回りは 1.4％であったが，同年

















































る方法が含まれる 8）」（適用指針第 24 項）とし
ている。期末発生見込額の合計から平均残存勤
務期間に対応した 1 つの割引率を使うのではな



































































































































率の最頻値は 1.0％以上 1.5％以下の 229（39％）













Rikkyo Bulletin of Business No.11
－40－
図 4　割引率の分布

















出所：日経 NEEDS Financial QUEST を基に筆者作成

















変数名 年　度 平均値 最小値 中央値 最大値 標準偏差
2011 2.21 -3.30 2.00 7.90 0.90
期待運用収益率 2012 2.13 -3.30 2.00 8.60 0.84
2013 2.06 0.00 2.00 7.60 0.76
2011 10.05 -41.92 9.28 57.16 8.11
純資産経常利益率 2012 9.02 -38.54 8.31 63.57 8.39
2013 9.19 -41.96 8.70 67.86 9.38
2011 3.70 -14.60 1.82 60.43 6.66
純資産未認識債務比率 2012 3.40 -12.11 1.81 60.27 6.45
2013 2.90 -36.83 1.56 42.68 5.46
2011 -1.20 -24.30 -0.79 11.38 2.18
前期に発生した数理計算上の差異 2012 0.67 -6.75 0.40 8.83 1.16
2013 0.53 -21.64 0.20 20.16 1.90
2011 15.96 2.60 16.30 23.40 3.31
平均勤続年数 2012 16.10 2.90 16.40 24.70 3.24
2013 16.25 2.90 16.50 23.90 3.12























フローの変数は 2013 年であれば 2013 年決算
の数値を，貸借対照表に係るストックの変数





















各変数の過去 3 年分の相関が表 2 に示されて



















































純資産未認識債務比率 0.128 0.044 1.000
前期に発生した数理計算上の差異 -0.113 0.041 -0.267 1.000














純資産未認識債務比率 0.198 0.032 1.000
前期に発生した数理計算上の差異 0.250 -0.041 0.414 1.000














純資産未認識債務比率 0.185 0.125 1.000
前期に発生した数理計算上の差異 0.130 -0.140 0.279 1.000
平均勤続年数 0.120 -0.244 0.174 0.039 1.000








純資産経常利益率 0.453 0.156 1.194
（0.002） （0.001） （0.004）
純資産未認識債務比率    2.058**    2.228**      3.011***
（0.012） （0.013） （0.019）
前期に発生した数理計算上の差異  -1.777*      4.426***    2.208**
（-0.032） （0.143） （0.038）
平均勤続年数   1.674* 1.445    2.432**
（0.020） （0.016） （0.026）
定数項 9.106 9.126 8.397
（1.800） （1.725） （1.528）
決定係数 0.021 0.070 0.044
上段の数値は t 値，下段括弧内の数値は係数を表す。
*** は 1％，** は 5％，* は 10％で統計的に有意であること示している。















































































１） 企業会計基準委員会「企業会計基準第 26 号退職
給付に関する会計基準」。
２） 今福・五十嵐編著（2001）p.118。





６） 財務省「国債金利情報」金利は 3 月末の営業日
のものを使用。












































































リサーチ・レビュー』2010 年 3 月号，pp.1-15.
中嶋幹・二俣新（2012）「年金の積立不足が企業の
自己資本に与える影響」『NFI リサーチ・レ





























日経 NEEDS Financial QUEST．
日本経済新聞「財政悪化の基金廃止  改正厚生年金保
険法が成立」2013 年 6 月 19 日朝刊．
日本経済新聞「確定拠出年金，運用利回り 3％台  含
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